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本内容は、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。なお、監
査役及び会計監査人が監査した事業報告、連結計算書類及び計算書類は、「第
９回定時株主総会招集ご通知」に記載された内容と本内容とで構成されており
ます。

第９回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

株式会社コンヴァノ



主要な事業内容（2022年３月31日現在）

区分 主な事業内容
ネイル事業 ネイルサロンの運営

メディア事業 ビジョン広告

事業報告

主要な営業所（2022年３月31日現在）

名称 所在地
本社 東京都渋谷区

店舗

関東エリア　45（注）
東海エリア　 ５（注）
関西エリア　 ４（注）
中国エリア　 １
九州エリア　 １（注）

（注） フランチャイズ店舗を除いて記載しております。
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新株予約権に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要
　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人等に職務執行の対価として交付した新株予約権等の内容の概要
　該当事項はありません。

支払額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,000千円

会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　赤坂有限責任監査法人

（注）当社の会計監査人でありました有限責任監査法人トーマツは、2021年６月30日開催の第８回定時株主総会終結の時をもって退
任いたしました。

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも
区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上
で、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由に該当すると認められる場合、監査役会は、監査役全員の同意
により会計監査人を解任いたします。
　また、会計監査人が監査業務を適切に遂行できないと判断されるとき、その他その必要があると判断されるとき、監査役会は、
会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。
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業務の適正を確保するための体制及び運用状況に関する事項
　当社は業務の適正を確保するための体制として、2015年11月17日の取締役会にて、「内部統制システムの整備に関する基本
方針」を定める決議を行い、その後の改定を経て、2019年５月15日の取締役会にて一部改定いたしました。
　現在、改定後の基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っており、その概要は以下のとおりです。

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 全役職員が法令遵守はもとより、誠実かつ公正な企業行動を通じて社会的な責任を果たしていくことを明確にするととも
に、役職員に周知徹底させる。

② 当社は、法令違反等その他コンプライアンスに関する早期発見、是正を図るため、内部通報窓口を設置する。
③ 代表取締役は、内部監査人を指名し、定期的に内部監査を実施し、職務の執行が法令、定款及び社内規程に準拠して行われ
ているかを検証する。

④ 当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の法令等に基づき、適正な内部統制を整備・運用する。
また、法令等に定められた開示は、適時適切に行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 「文書管理規程」等の社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報について、文書又は電磁的媒体に記録し、保存する。
② 個人情報を含む情報資産を適切に保護するための対策を実施し、情報資産の管理を徹底する。
③ ディスクロージャー体制の強化により、迅速な情報開示に努めるとともに、経営の健全性と透明性を確保する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理規程に基づき「コンプライアンス委員会」が事業遂行に関わるリスクについて、適切に識別し、管理するために
必要な措置を講じる。

② 不測の事態が発生した場合には速やかに「コンプライアンス委員会」を招集し、迅速かつ適切な対応を行い、損失・被害を
最小限に止めるとともに、再発防止対策を講じる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 定例取締役会を毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を行うために、適宜、臨時取締役会を開催し、経営の基本方針・
戦略の策定、重要業務の執行に関する決定及び業務執行の監督等を行う。

② 中期経営計画により、中期的な基本戦略、経営指標を明確化するとともに、年度ごとの利益計画に基づき、目標達成のため
の具体的な諸施策を実行する。

(5) 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社の経営成績その他の重要な事項について、当社へ定期的に報告を求め
る。

② 当社の取締役会は、「関係会社管理規程」に基づき、当社子会社の経営に関わる重要な事項を審議及び意思決定する。
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③ 当社子会社の取締役は、当社の取締役会及び経営会議で決定された方針に基づき、所管する業務を執行する。
④ 当社は、企業理念及び「企業倫理規程」に定める企業行動基準に基づき、当社及び当社子会社のコンプライアンス体制の構
築に努める。

⑤ 原則として毎年２回、内部監査人が当社子会社に対して業務監査を行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び
その使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役（会）が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。
② 監査役（会）の職務を補助する使用人の任命・異動等人事に関する事項については、監査役（会）の意見を尊重した上で行
うものとし、指揮命令等について当該使用人の取締役からの独立性を確保する。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
① 取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあるとき、役職員による違法又は不正な
行為を発見したとき、その他監査役（会）が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速やかに監査役（会）に報告す
る。

② 監査役は、定例重要会議への出席又は不定期の会議等において、経営の状態、事業遂行の状況、財務の状況、内部監査の実
施状況、リスク管理及びコンプライアンスの状況等の報告を受けることができる。

(8) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役は、会計監査人や弁護士への相談に係る費用を含め、職務の執行に必要な費用を会社に請求することができ、会社は当該
請求に基づき支払う。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するために、取締役会などの重要な会議に出席するとともに、稟議書
その他重要な業務執行に関する文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることができる。

② 監査役（会）は、会計監査人、内部監査人と監査上の重要課題等について意見・情報交換をし、互いに連携して会社の内部
統制状況を監視する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社の各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等を実施し、全社的な統制活動及び各
業務プロセスの統制活動を強化する。

(11) 反社会的勢力への対応
① 関係規程、マニュアル等を整備し、管理部を統括部署として、反社会的勢力の排除を推進する。
② 反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から所轄警察署や顧問弁護士など、外部専門機関との密接な連携関係を構築す
る。
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(業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要)
　当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適正な運用に努めております。当事
業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

(1) 取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項
　当事業年度において、取締役会を19回開催し、重要な意思決定、職務執行の状況報告等について活発な意見交換が行われ、監
督がなされており、実効性が確保されております。

(2) コンプライアンスに関する事項
　当社は、定期的に「コンプライアンス委員会」を開催するとともに、内部通報窓口を設置して、問題の早期発見、早期解決に取
り組んでおります。

(3) リスク管理に関する事項
　当社は、リスク管理規程に基づき、「コンプライアンス委員会」が事業遂行に関わるリスクについて整備を行うとともに、活動
状況に関し、適宜取締役会に対して報告を行っております。

(4) 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するために、「関係会社管理規程」に基づいて、子会社の状況
について当社に報告させる体制としており、コンプライアンスの管理及びリスク管理をグループ全体に浸透させ、コーポレート・
ガバナンスの実効を図っております。

(5) 監査役監査に関する事項
　常勤監査役は、取締役会のほか、各委員会等に出席し、必要に応じ適宜意見を述べております。また内部監査人と定期的に情報
交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。
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連結持分変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
資 本 合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日 残 高 94,987 659,283 34,896 △67 789,099 789,099

当 期 利 益 － － 51,031 － 51,031 51,031

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － － － －

当 期 包 括 利 益 合 計 － － 51,031 － 51,031 51,031

新 株 の 発 行 6,202 2,088 － － 8,290 8,290

減 資 △50,507 50,507 － － － －

欠 損 補 填 － △709,014 709,014 － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － △22 △22 △22

株 式 報 酬 取 引 － － － － － －

所 有 者 に よ る 拠 出 及 び
所 有 者 へ の 分 配 合 計 △44,305 △656,419 709,014 △22 8,268 8,268

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 △44,305 △656,419 709,014 △22 8,268 8,268

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 残 高 50,682 2,864 794,941 △89 848,399 848,399

（注） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

－ 6 －



《連結注記表》
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結計算書類の作成基準

　連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下「ＩＦＲＳ」という。）に準拠して作成し
ております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、ＩＦＲＳで求められる開示項目の一部を省略しております。

２．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 １社
(2) 連結子会社の名称 ㈱femedia

３．持分法の適用に関する事項
　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

５．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産及び負債の評価基準及び評価方法

(Ⅰ) 金融商品
①　金融資産

(ⅰ) 当初認識及び測定
　当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、償却原価
で測定する金融資産に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。
　当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認識しております。
　すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取引費用を加
算した金額で測定しております。
　金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資産が保
有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の日に生
じる。

　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類しております。
　公正価値で測定する資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しなければならない売買目的で保有
される資本性金融資産を除き、個々の資本性金融資産ごとに、純損益を通じて公正価値で測定するか、その他の包括利
益を通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しております。
　なお、当連結会計年度末日において、公正価値で測定する金融資産は保有しておりません。

－ 7 －



(ⅱ) 事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

償却原価により測定する金融資産
　償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定しております。

(ⅲ) 減損
　償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認識しております。
　当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著しく増加しているかどうかを評価
しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加していない場合には、12か月の予想信用損失を貸倒引当金とし
て認識しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用損失と
等しい金額を貸倒引当金として認識しております。
　契約上の支払の期日経過が30日超である場合には、原則として信用リスクの著しい増大があったものとしておりま
すが、信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報のほか、当社グループが合理的に利
用可能かつ裏付け可能な情報（内部格付、外部格付等）を考慮しております。
　なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金融資産に係る信用リスクが当初
認識以降に著しく増大していないと評価しております。
　ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有無に
かかわらず、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で貸倒引当金を認識しております。
　予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャッシュ・フローと、企業が受け取ると見
込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定しております。
　当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積っております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力を掛けずに利
用可能な合理的で裏付け可能な情報

　著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、必要な調整を行うこととしてお
ります。
　当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合には、金融資産
の総額での帳簿価額を直接減額しております。
　金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減額する事象が生じた場合は、貸
倒引当金戻入額を純損益で認識しております。

(ⅳ) 認識の中止
　金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した時、または金融資産を譲渡しほとんどすべ
てのリスクと経済価値が他の企業に移転した場合にのみ、金融資産の認識を中止しております。金融資産の認識の中止
に際しては、資産の帳簿価額と受取ったまたは受取可能な対価との差額を純損益として認識しております。
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②　金融負債
(ⅰ) 当初認識及び測定

　当社グループは、金融負債について、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と償却原価で測定する金融負債の
いずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。
　すべての金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、償却原価で測定する金融負債については、直接帰属する取
引費用を控除した金額で測定しております。
　なお、当連結会計年度末日において、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は保有しておりません。

(ⅱ) 事後測定
　金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
　償却原価で測定する金融負債

　償却原価で測定する金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しております。
(ⅲ) 認識の中止

　金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、または失効となった場合にのみ、金融
負債の認識を中止しております。金融負債の認識の中止に際しては、金融負債の帳簿価額と支払われたまたは支払う予
定の対価の差額は純損益として認識することになります。

(Ⅱ) 棚卸資産
　棚卸資産の取得原価には、購入原価、加工費、及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに発生したその他のすべて
の原価を含んでおります。
　棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定し、原価の算定にあたっては、主として総平均法を使
用しております。また、正味実現可能価額は、通常の事業過程における予想売価から、完成に要する見積原価及び販売に要
する見積コストを控除して算定しております。

(2) 重要な有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法
(Ⅰ) 有形固定資産

　有形固定資産の測定については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で
測定しております。取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体、除去に係る原状回復費用及び資産計上すべき借
入費用が含まれております。有形固定資産で、それぞれ異なる複数の重要な構成要素を識別できる場合は、別個の有形固定
資産として会計処理しております。有形固定資産は処分時点、もしくは使用または処分により将来の経済的便益が期待でき
なくなった時点で認識を中止しております。有形固定資産の認識の中止から生じる利得または損失は、正味処分対価と資産
の帳簿価額との差額として算定され、認識の中止時点で純損益として認識しております。
　各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で計上しております。主要な資産項目ごとの見積耐用
年数は以下のとおりであります。

・建物附属設備　　　　　 2 ～15年
・工具、器具及び備品　　 2 ～ 6 年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの
変更として将来に向かって適用されます。
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(Ⅱ) のれん
　のれんは、支配獲得時の公正価値で測定された取得対価、支配獲得時の公正価値で再測定された既保有持分、及び被取得
企業の非支配持分の合計（以下「対価の総額」という。）から、取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の支配獲得時
の公正価値の純額を差し引いた残額により認識しております。非支配持分は、企業結合ごとに、公正価値または被取得企業
の識別可能な純資産に対する非支配持分の比例的持分として測定しております。この対価の総額が被取得企業の識別可能な
純資産の公正価値を下回る場合、その差額は純損益として認識しております。
　当初認識後、のれんは償却を実施せず、取得原価から減損損失累計額を控除して測定しております。
　のれんが配分された資金生成単位または資金生成単位グループ内の事業を処分する場合は、処分される事業と関連するの
れんは当該事業の帳簿価額に含めて、利得及び損失を計算しております。
　この場合、のれんは、より合理的な方法がある場合を除いて、処分される事業と存続する資金生成単位との価値の比率に
基づき測定しております。

(Ⅲ) 無形資産
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取
得日時点の公正価値で測定しております。無形資産には、耐用年数を確定できるものとできないものがあります。耐用年数
を確定できる無形資産を当初認識後、当社グループは原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を
控除した価額で計上しております。耐用年数を確定できない無形資産は、耐用年数を確定できるようになるまでの間、取得
原価から減損損失累計額を控除した額で計上しております。内部創出の無形資産は資産化の基準を満たすものを除き、発生
時に関連する支出を費用として認識しております。
　耐用年数を確定できる無形資産の償却費は、当該資産の見積耐用年数にわたり定額法により各期に配分しております。見
積耐用年数及び償却方法は、各年度末に見直しを実施しており、修正が必要と判断された場合は会計上の見積りの変更とし
て、将来に向かって適用しております。
　耐用年数を確定できる主要な無形資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。

・ソフトウエア　　 5 年
　耐用年数を確定できない無形資産は、以下のとおりであります。
・商標権
　商標権「ファストネイル」は事業が継続する限りは法的に継続使用できるため、耐用年数を確定できないと判断し、償
却しておりません。
　無形資産は、処分した時点、またはその使用もしくは処分により将来いかなる経済的便益も期待されなくなった時点で
認識を中止しております。当該資産の正味の処分対価と帳簿価額との差額は、認識が中止された時点で純損益として認識
しております。
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(Ⅳ) リース
　契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定しております。契約が特定された資産の使用を支
配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定
しております。
　契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産及びリース負債を認識してお
ります。リース負債は残存リース料の現在価値で測定し、使用権資産は、リース負債の当初測定の金額に、開始日以前に支
払ったリース料等、借手に発生した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求されている原状回復義務等のコストを調整
した取得原価で測定しております。
　当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法で減価償却を行っておりま
す。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書において認識しており
ます。
　ただし、リース期間が12か月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリース負債を認
識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的な基礎のいずれかにより費用として認識しております。

(Ⅴ) 減損
①　有形固定資産、使用権資産及び無形資産の減損

　当社グループは、期末日に、有形固定資産、使用権資産及び無形資産が減損している可能性を示す兆候の有無を検討し
ております。
　減損の兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを実施しております。また耐用年数を確定できない、もしくは未だ
使用可能ではない無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず毎年一定の時期に減損テストを実施しておりま
す。
　回収可能価額の見積りにおいて、個々の資産の回収可能価額を見積ることができない場合には、その資産の属する資金
生成単位の回収可能価額を見積っております。資金生成単位とは、他の資産または資産グループからおおむね独立したキ
ャッシュ・イン・フローを生み出す最小単位の資産グループをいいます。
　回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しております。
　使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは評価日における貨幣の時間価値及び当該資産に固有のリスク
を反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、差額
は減損損失として純損益で認識しております。

②　のれんの減損
　のれんは、企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位に配分し、毎年一定の時期及びその資金生成
単位に減損の兆候があると認められた場合にはその都度、減損テストを実施しております。減損テストにおいて資金生成
単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、差額は減損損失として純損
益で認識しております。
　資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まず資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額から減額するように配
分し、次に資金生成単位におけるその他の資産の帳簿価額を比例的に減額するよう配分しております。
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③　減損の戻入
　のれんに関連する減損損失は、戻入れておりません。
　その他の資産については、過年度に認識した減損損失は、期末日ごとに減損となった原因が消滅または減少している可
能性を示す兆候の有無を検討しております。減損の戻入の兆候がある場合には、その資産または資金生成単位の回収可能
価額の見積りを行っております。回収可能価額が、資産または資金生成単位の帳簿価額を上回る場合には、過年度に減損
損失が認識されていなかった場合の帳簿価額から必要な償却費または減価償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額
を上限として、減損損失の戻入を実施することになります。

(3) 重要な引当金の計上基準
　過去の事象の結果として、現在の法的または推定的債務が存在し、当社グループが当該債務の決済をするために経済的便益
をもつ資源の流出が必要となる可能性が高く、その債務の金額を信頼性をもって見積ることができる場合に、引当金を認識し
ております。
　引当金の貨幣の時間価値が重要な場合には、見積られた将来キャッシュ・フローをその負債に固有のリスクを反映させた税
引前の割引率で割り引いた現在価値で測定しております。時の経過に伴う割引額の割戻しは、金融費用として認識しておりま
す。
　引当金の説明は以下のとおりであります。

・資産除去債務
　賃借事務所・建物・店舗等に対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実績及び事務所等に施した内部造作の耐用年数
を考慮して決定した使用見込期間等を基礎として、各物件の状況を個別具体的に勘案して資産除去債務を見積り、認識・測
定しております。
・助成金返還損失引当金
　雇用調整助成金の自主返還見積額を計上しております。
・株主優待引当金
　株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる額を計上しております。

(4) 収益の計上基準
　当社グループでは、顧客との契約について、以下のステップを適用することにより、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

　当社グループは、ネイルサロンの運営を中核事業にしており、サービスの提供時点において顧客が支配を獲得し履行義務が
充足されると判断しており、当該サービス提供時点で収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約において約束さ
れた対価から値引きなどを控除した金額で測定しております。
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(5) 従業員給付
　当社グループは、退職金制度はありません。
　永年勤続表彰制度に基づく報奨金及び有給休暇等のその他の長期従業員給付並びに短期従業員給付に対する債務は、従業員
から過去に提供された労働の結果として支払うべき現在の推定的債務を負っており、かつ、その金額を信頼性をもって見積る
ことができる場合に、それらの制度に基づいて見積られる将来給付額を12ヶ月以内の金額に対しては割引計算を行わず、
12ヶ月を超える金額に対しては現在価値に割り引くことによって算定しております。

(6) 消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

(7) 会計方針の変更
　当社グループは、当連結会計年度より強制適用となった基準書及び解釈指針を適用しております。適用による当社グループ
への重要な影響はありません。
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重要な会計上の見積りに関する注記
１．有形固定資産、使用権資産及び無形資産の耐用年数及び残存価額の見積り

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　70,454千円
使用権資産　 300,319千円
無形資産　　 559,818千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(2)重要な有
形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法(Ⅰ)(Ⅲ)(Ⅳ)」に記載の通りであります。

２．ネイル事業の有形固定資産・使用権資産の減損
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　70,454千円
使用権資産　 300,319千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、ネイル事業を営むため、店舗の内装設備などの有形固定資産を保有しており、資金生成単位は、各店舗をキャッ
シュ・フローを生み出す最小の単位としております。
　当連結会計年度において、連結注記表の連結損益計算書に関する注記「減損損失に関する注記」に記載している通り、使
用価値を回収可能価額として、減損損失945千円を認識しております。
　①の金額の算出方法は、連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針
に関する事項(2)重要な有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法(V)」に記載の通りであります。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものと仮定しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化し、収益予測及び利益予測の仮定が大きく異
なった場合には、翌連結会計年度において減損損失を計上する可能性があります。
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３．ネイル事業ののれん・無形資産の減損
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん　　　　650,260千円
無形資産　　　559,818千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、ネイル事業ののれん、商標権を保有しております。
　当連結会計年度において、減損テストを実施した結果、減損損失を認識しないと判断しました。
　①の金額の算出方法は、連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に
関する事項(2)重要な有形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法(V)」に記載の通りであります。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものと仮定しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化し、収益予測及び利益予測の仮定が大きく異な
った場合には、翌連結会計年度において減損損失を計上する可能性があります。

４．繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　97,696千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産を計上しております。
　税務上の繰越欠損金は、前連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症により減収減益となったことで生じたもので
あります。この税務上の繰越欠損金については、決算日における将来加算一時差異の解消スケジュール、収益力に基づく将来
の課税所得及びタックス・プランニング等に基づいて、将来の税負担を軽減する効果を有する範囲内で繰延税金資産を計上し
ております。将来の収益力に基づく課税所得見込みは、経営者の承認を得た事業計画に基づいております。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものと仮定しております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化し、収益予測及び利益予測の仮定が大きく異な
った場合には、翌連結会計年度において、回収が見込まれない繰延税金資産を取り崩す可能性があります。
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５．引当金の認識・測定
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

引当金　　　126,889千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(3)重要な引
当金の計上基準」に記載の通りであります。

６．金融商品の公正価値

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
その他の金融資産　152,681千円
借入金　　　　　　830,000千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(1)重要な資
産及び負債の評価基準及び評価方法(Ⅰ)」に記載の通りであります。

７．従業員給付
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

その他の非流動負債　15,151千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(5)従業員給
付」に記載の通りであります。

８．収益の認識・測定
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上収益　　2,142,926千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(4)収益の計
上基準」に記載の通りであります。

９．リース負債の測定
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

リース負債　302,929千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「５．会計方針に関する事項(2)重要な有
形固定資産及び無形資産の評価基準、評価方法及び減価償却方法(Ⅳ)」に記載の通りであります。
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その他の金融資産 478千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 157,107千円

セグメント 種類 金額
ネイル事業 有形固定資産 945

連結財政状態計算書に関する注記
１．資産から直接控除した貸倒引当金

３．有形固定資産の減損損失累計額
　減価償却累計額に含めて表示しております。

４．財務制限条項等
　借入金のうち、2019年９月25日に株式会社みずほ銀行と締結した金銭消費貸借契約（当連結会計年度末残高50,000千
円）及び2021年５月に取引銀行２行と更新及び延長したコミットメントライン契約には、以下の条項が付されております。
① 金銭消費貸借契約
・各年度末日における連結財政状態計算書上の資本の部（純資産）の金額を前期比80％以上に維持すること
・各年度末日における連結財政状態計算書上の「のれん＋商標権」の金額を、同日における本件債務の残高金額以上とする
こと。なお、本件債務の残高金額が「のれん＋商標権」の金額を上回った場合、当該差額相当の本件債務を各年度末日から
４ヶ月後の応当日までに本件債務の弁済に充当すること

② コミットメントライン契約
・第２四半期末日及び年度末日の連結財政状態計算書上の資本の部（純資産）の金額をプラスに維持すること

連結損益計算書に関する注記
　減損損失に関する注記

　減損損失の計上
（単位：千円）

　すべての減損損失は事業資産から生じたものであり、連結損益計算書の「その他の費用」で計上しております。

－ 17 －



株式の種類 当 連 結 会 計 年 度 期 首 増 加 減 少 当 連 結 会 計 年 度 末

普 通 株 式 2,250,260株 17,900株 －株 2,268,160株

連結持分変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

（注）普通株式の発行済株式総数17,900株の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式　　　16,200株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

財務上のリスク管理
　当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リスク・金利リスク）に晒されてお
り、当該財務上のリスクを軽減するために、リスク管理を行っております。
①　信用リスク

　信用リスクは、顧客が契約上の債務に関して債務不履行になり、当社グループに財務上の損失を発生させるリスクでありま
す。当社グループは、与信管理規程等に基づいて、取引先に対して与信限度額を設定し、管理しております。当社グループの
営業債権は、主としてクレジットカード会社及びテナントとして出店しているショッピングモールに対するものであり、発生
日の翌月に回収されます。なお、当社グループは、単独の相手先またはその相手先が所属するグループについて、過度に集中
した信用リスクを有しておりません。連結計算書類に表示されている金融資産の減損後の帳簿価額は、獲得した担保の評価額
を考慮に入れない、当社グループの金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーの最大値であります。報告期間の末日現
在で期日が経過しているが、減損していない金融資産はありません。なお、担保として保有している資産はありません。

②　流動性リスク
　流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあたり、支払期日にその支払を実行でき
なくなるリスクであります。当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関より随時利用可能な信用枠を確
保し、継続的にキャッシュ・フローの計画と実績をモニタリングすることで流動性リスクを管理しております。

③　金利リスク
　当社グループは、事業活動の中で様々な金利変動リスクに晒されており、特に、金利の変動は借入費用に大きく影響いたし
ます。これは、当社グループの借入金が主に変動金利による借入金であるためです。当社グループは、借入条件を適時に見直
すことにより金利変動リスクの低減を図っております。
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帳 簿 価 額 公 正 価 値
金融資産

償却原価で測定する金融資産
その他の金融資産 152,681 153,606

金融負債
償却原価で測定する金融負債

長期借入金（注） 250,000 250,000

２．金融商品の公正価値に関する事項
　当連結会計年度の末日における金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額と公正価値が近
似している金融商品については、次表には含めておりません。

（単位：千円）

（注）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　上記の金融商品の公正価値の主な測定方法は、以下のとおりであります。
（その他の金融資産）
　主として、敷金及び保証金により構成されており、契約期間に応じて国債の利回り等適切な指標で割り引く方法により、公
正価値を見積っております。
（長期借入金）
　元利金の合計額と同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法により、公正価値を見積ってお
ります。
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事業 内容 売上収益

ネイル事業

ネイルサービスの提供 2,044,801
物品の販売 49,804
その他 37,008

小計 2,131,614
メディア事業 広告サービスの提供 13,305

消去 △1,993
合計 2,142,926

１株当たり親会社所有者帰属持分 374.07円
基本的１株当たり当期利益 22.52円

収益認識に関する注記
１．収益の分解情報

　売上収益の内訳は次の通りであります。
（単位：千円）

２．契約残高
　当社グループの契約残高は、主に顧客との契約から生じた債権（売掛金）であります。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、2021年４月１日現在の契約負債残高に含まれていたものの額に重要性はあ
りません。また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に
重要性はありません。

3．残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいては、個別の契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務に
関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は
ありません。

4．顧客との契約の獲得または履行コストについて認識した資産
　当社グループにおいて、契約の獲得または履行のコストから認識した資産はありません。

１株当たり情報に関する注記
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契約締結先 株式会社みずほ銀行 株式会社りそな銀行
借入極度額 300,000千円 200,000千円
契約締結日 2022年５月末予定 （契約の延長）
契約期間 2022年６月から１年間 2022年６月から１年間
契約形態 個別相対方式 個別相対方式
担保 無担保・無保証 無担保・無保証

財務制限条項 事業年度（第２四半期を含む）の連結決算におけ
る純資産の部の金額をプラスに維持すること

事業年度（第２四半期を含む）の連結決算におけ
る純資産の部の金額をプラスに維持すること

重要な後発事象に関する注記
（コミットメントライン契約の更新及び延長）

　当社が2021年５月に更新及び延長したコミットメントライン契約の契約期間は１年間ですが、新型コロナウイルス感染症
は依然として収束の目途が立たない状況であることから、当該契約を更新及び延長いたしました。
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株　　主　　資　　本

新株予約権 純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 94,987 89,987 563,000 652,987 △782,191 △782,191 △67 △34,283 7,558 △26,725

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 6,202 6,202 － 6,202 － － － 12,404 － 12,404

減 資 △50,507 △95,507 146,014 50,507 － － － － － －

欠 損 補 填 － － △709,014 △709,014 709,014 709,014 － － － －

当 期 純 損 失 － － － － △95,185 △95,185 － △95,185 － △95,185

自己株式の取得 － － － － － － △22 △22 － △22
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 額 )

－ － － － － － － － △4,114 △4,114

事業年度中の変動額
合 計 △44,305 △89,305 △563,000 △652,305 613,829 613,829 △22 △82,802 △4,114 △86,917

当 期 末 残 高 50,682 682 － 682 △168,361 △168,361 △89 △117,086 3,444 △113,642

（注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。
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《個別注記表》
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、原材料及び貯蔵品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方

法）
(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）　　定率法
　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　 2 ～15年
工具、器具及び備品　　 3 ～ 6 年

②　無形固定資産（リース資産を除く）　　定額法
のれん　　　　　10年
商標権　　　　　10年
ソフトウエア　　 5 年

③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の賞与支給見込額のうち当事業年度に負担
すべき額を計上しております。

長期勤続給付引当金 従業員の長期勤続に対する報奨金の支給に備えるため、将来の報奨金支給見込額のうち当
事業年度に負担すべき額を計上しております。

助成金返還損失引当金 雇用調整助成金の自主返還見積額を計上しております。
株主優待引当金 株主優待制度に基づく費用の発生に備えるため、翌事業年度において発生すると見込まれ

る額を計上しております。
(5) 収益及び費用の計上基準

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
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2．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）及び
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を、当事業年度の期首から
適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することとしております。
　これによる主な変更点として、ポイント利用による売上については従来、総額を売上高として認識するとともに、販管費を
計上しておりましたが、純額で収益を認識することといたしました。
　この結果、売上高および販管費がそれぞれ18,335千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。)等を当事業
年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年7月4日)
第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること
といたしました。これによる影響は軽微であります。

3．重要な会計上の見積りに関する注記
(1) ネイル事業の有形固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
建物附属設備　　　 20,373千円
工具、器具及び備品　1,171千円
リース資産　　　　　1,694千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、ネイル事業を営むため、店舗の内装設備などの有形固定資産を保有しており、資金生成単位は、各店舗をキャッ
シュ・フローを生み出す最小の単位としております。
　各店舗に著しい経営環境の悪化を認識した場合、店舗閉鎖の意思決定をした場合等に減損の兆候を把握しており、減損損
失の認識及び測定は、経営者が承認した事業計画に基づく各店舗の割引前将来キャッシュ・フローの見積りを使用しており
ます。減損の兆候が把握された店舗については、将来キャッシュ・フローを見積り、割引前将来キャッシュ・フローの合計
が当該店舗の固定資産の帳簿価額を下回る場合には、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損
失として計上しております。
　当事業年度において、減損損失を認識しないと判断しました。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものとの仮定に基づき見
積もっております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化した場合には、翌事業年度において減損損失
を計上する可能性があります。
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(2) ネイル事業ののれん、商標権の減損
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

のれん　　　　　　106,490千円
商標権　　　　　　　65,067千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、ネイル事業ののれん、商標権を保有しております。
　当事業年度において、ネイル事業は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を強く受けており、経営環境の著しい悪
化が見られることから減損の兆候があると判定しましたが、経営者が承認した事業計画に基づき、ネイル事業の資産グルー
プが獲得する割引前将来キャッシュ・フローの総額がのれん及び商標権の帳簿価額を上回ったことから、減損損失を認識し
ないと判断しました。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものとの仮定に基づき見
積もっております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化した場合には、翌事業年度において減損損失
を計上する可能性があります。

(3) 繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　73,316千円
②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、個別注記表「７．税効果会計に関する注記」に記載している通り、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産を計
上しております。
　税務上の繰越欠損金は、前事業年度において、新型コロナウイルス感染症により減収減益となったことで生じたものであ
ります。この税務上の繰越欠損金については、決算日における将来加算一時差異の解消スケジュール、収益力に基づく将来
の課税所得及びタックス・プランニング等に基づいて、将来の税負担を軽減する効果を有する範囲内で繰延税金資産を計上
しております。将来の収益力に基づく課税所得見込みは、経営者の承認を得た事業計画に基づいております。
　新型コロナウイルス感染症の影響は不透明であるものの、2022年４月以降も一定期間継続するものと仮定しておりま
す。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済環境への影響が変化し、収益予測及び利益予測の仮定が大きく異
なった場合には、翌事業年度において、回収が見込まれない繰延税金資産を取り崩す可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 132,402千円

短期金銭債権 2,288千円

売上高 1,993千円
営業外収益 11,859千円

普通株式 111株

4．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(3) 財務制限条項等
　借入金のうち、2019年９月25日に株式会社みずほ銀行と締結した金銭消費貸借契約（当事業年度末残高50,000千円）及
び2021年５月に取引銀行２行と更新及び延長したコミットメントライン契約には、以下の条項が付されております。
①　金銭消費貸借契約

・各年度末日における連結財政状態計算書上の資本の部（純資産）の金額を前期比80％以上に維持すること
・各年度末日における連結財政状態計算書上の「のれん＋商標権」の金額を、同日における本件債務の残高金額以上と
すること。なお、本件債務の残高金額が「のれん＋商標権」の金額を上回った場合、当該差額相当の本件債務を各年度
末日から４ヶ月後の応当日までに本件債務の弁済に充当すること

②　コミットメントライン契約
・第２四半期末日及び年度末日の連結財政状態計算書上の資本の部（純資産）の金額をプラスに維持すること

5．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
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賞与引当金 8,328千円
敷金及び保証金 7,958千円
長期前払費用 3,170千円
長期勤続給付引当金 2,494千円
有形固定資産
繰越欠損金

5,400千円
20,768千円

助成金返還損失引当金 27,845千円
その他 8,011千円
繰延税金資産　小計 83,973千円
評価性引当額 △10,657千円
繰延税金資産　合計 73,316千円
繰延税金資産の純額 73,316千円

(1) １株当たり純資産額 △51.62円
(2) １株当たり当期純損失  42.00円

契約締結先 株式会社みずほ銀行 株式会社りそな銀行
借入極度額 300,000千円 200,000千円
契約締結日 2022年５月末予定 （契約の延長）
契約期間 2022年６月から１年間 2022年６月から１年間
契約形態 個別相対方式 個別相対方式
担保 無担保・無保証 無担保・無保証

財務制限条項 事業年度（第２四半期を含む）の連結決算におけ
る純資産の部の金額をプラスに維持すること

事業年度（第２四半期を含む）の連結決算におけ
る純資産の部の金額をプラスに維持すること

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

8．関連当事者との取引に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

9．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
（コミットメントライン契約の更新及び延長）

　当社が2021年５月に更新及び延長したコミットメントライン契約の契約期間は１年間ですが、新型コロナウイルス感染症
は依然として収束の目途が立たない状況であることから、当該契約を更新及び延長いたしました。
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